
別記様式

※都道県が作成する場合は市町村名は記載不要
※〔　〕は変更後

自　平 成 24 年 度

至　平 成 27 年 度

都 道 県 名 市 町 村 名

　　末続地区防災集団移転促進事業計画書

福島県 いわき市

事 業 実 施 年 度

（第2回変更）

〔至　平 成 30 年 度〕



１　移転促進区域

㎡ 戸 戸 戸

70,000 62 48 8

〔68,016〕 〔58〕 〔46〕 〔6〕

(11,040）
〔12,368〕

㎡

1,984 〔4〕 〔2〕 〔2〕

〔1,984〕

災害危険区域の指定
移転促進区域の

面積

〔末続B地区〕
〔平成25年1月15日指

定〕

住宅被害状況
集団移転が必要な理由

全住戸数 全壊戸数 半壊戸数

当該地区は東日本大震災の大津波により甚
大な被害を受けた地区であり、海岸・河川
堤防が整備されても、今次津波来襲時には
2.0m程度の浸水が予想されることから、安
全な場所へ集団で移転するものである。

（注）　1　「移転促進区域名」欄に記入する区域名には、Ａ区域、Ｂ区域等の符号を用いても差し支えない。
　　　　2　「移転促進区域の面積」欄には、上段に地区面積、下段括弧内に住宅用地（住宅の用に供する土地）面積を記入すること。
        3　「災害危険区域の指定」欄には、既に災害危険区域が指定されている場合には指定年月日及び建築制限内容を記入すること。
　　　　4　「集団移転が必要な理由」欄には、当該区域の住宅を集団移転させる必要性を記入すること。
　　　　5　移転促進区域の位置及び状況が判断できる位置図及び区域図を添付すること。
　　　　　（位置図）縮尺１万分の１の図面に全ての移転促進区域を朱線で明示し、区域名を記載すること。
　　　　　（区域図）移転促進区域毎に縮尺５千分の１以上の図面に移転促進区域を朱線で明示し、区域内の土地について境界を黒線で
　　　　　　　　　　明示した上で、被災前の土地利用の区分に従って色分けし、区分毎に通し番号を付すこと。
　　　　　　　　　　　宅地（住宅敷地）　　　･･･赤（公有地の場合は赤斜線）
　　　　　　　　　　　宅地（住宅敷地以外）　･･･青（公有地の場合は青斜線）
　　　　　　　　　　　農地　　　　　　　　　･･･緑（公有地の場合は緑斜線）
        ※〔  〕は変更後

当該地区は東日本大震災の大津波により甚
大な被害を受けた地区であり、海岸・河川
堤防が整備されても、今次津波来襲時には
2.0m程度の浸水が予想されることから、安
全な場所へ集団で移転するものである。

移　転　促　進　区　域　名

平成24年度に指定の予
定

〔平成25年1月15日指
定〕

末続地区
〔末続A地区〕



移　転

戸 戸 人 人
34

19 19 19 19 56 56

〔1〕 〔1〕 〔3〕

2 2 2 2 7 7

(10) (10) (34)

19 19 56 56

〔9 〕 〔9 〕

19

計

19

住　居　数

移　転

末続地区
〔末続A地区〕

移 転 促 進 区 域 名
現　在

〔17 〕 〔17 〕

(10)

世　帯　数

〔末続B地区〕

現　在 移　転

〔17 〕〔17 〕

(10)
世帯 世帯

〔31 〕

〔49 〕 〔49 〕

現　在

（注）　1  住居数、世帯数および住民数の欄には、それぞれ計画策定時の数値を記入すること。なお、この数値には、事業計画の策定時
　　　　 に移転促進区域に現に居住している者のほか、災害に伴う住宅の滅失・損壊等により応急仮設住宅に入居している者、他の地域
         に避難している者等で従前地に引き続き居住する意向を有する者に係る住居数、世帯数及び住民数を含むものとする。
　　　　2  住居数、世帯数及び住民数の「移転」欄には、「現在」欄に記入した数値の住居、世帯及び住民のうち移転促進区域外へ移転
　　　　 するものの数値をそれぞれ記入し、そのうち本事業により整備する住宅団地へ移転するもの（住宅団地内に整備される公営住宅
　　　　 （災害公営住宅を含む。以下同様）に移転するものを含む）の数値を上段括弧内に記入すること。
　　　　3　住居数の計における「移転」欄の上段括弧内の数値が下段の数値の２分の１未満の場合には、その理由を「住宅団地の規模に
　　　　 関する特例を適用する必要性」欄に記入すること。
　　　　※〔  〕は変更後

２　移転促進区域内にある住居の数等

住宅団地の規模に関する特例を適
用する必要性

住　民　数



　(１)　住宅団地の整備

区画 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

10 （　　　　） （　　） 1,520 0 400 1,380 3,300 （ ） （　　　）

〔10 〕 3,300 3,300 6,600
〔3,299 〕 〔3,299 〕 〔6,600 〕

区画 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

10 3,300 3,300 1,520 0 400 1,380 3,300
6,600

〔10 〕 〔6,600 〕

農地

JR常磐線（二線堤）の背後で津波
による浸水がなく道路に隣接する
利便性が高い地区であり現況で農
地となっていることから造成も容
易である。

〔3,299 〕 〔3,299 〕 〔765 〕 〔0 〕

〔2,536 〕 〔765 〕 〔0 〕 〔3,301 〕

〔2,536 〕

計

そ

の

他

区

画

数

面

積

④
住
宅
団
地
に

占
め
る
割
合

（注）　1　住宅用地の「住宅敷地」欄及び「公営住宅用地」欄には、移転促進区域からの移転者に対する住宅敷地、公営住宅用地の別にそれぞれの面積等
　　　　 を記入すること。
　　　　2  住宅敷地平均面積が330㎡を超える場合には、住宅用地の「住宅敷地」欄の上段括弧内に住宅敷地平均面積を330㎡とした場合の数値を記入する
　　　　 こと。
        3　公営住宅の一部にしか移転促進区域からの移転者が入居しない場合には、公営住宅用地面積を公営住宅全体戸数に占める当該移転者が入居する戸
　　　　 数で按分して算出した数値を「公営住宅用地」欄の上段括弧内に記入するとともに、住宅用地の「面積計」欄及び公益的施設用地の「住宅団地に占
　　　　 める割合」欄及び「合計」欄についても公営住宅用地面積を上段括弧内の数値とした場合の値をそれぞれの欄の上段括弧内に記入すること。
        4　関連公共施設等用地のうち「道路」欄には、住宅団地内道路の面積を記入するものとし、取付道路の面積は含まないこと。
　　　　5　「用地選定の理由」欄には、当該住宅団地の位置が安全性、移転者の生活等の利便性、交通アクセス、造成・維持管理コスト等の観点から他
          の候補地と比較考量した結果、最適であると判断した理由を記入すること。
　　　　6　「整備前の土地利用状況」欄には、農地、宅地、山林、公有水面等整備前の土地利用状況を地目により記入すること。
　　　　7　住宅団地ごとに、土地利用計画図を添付すること。
　　　　 　なお、土地利用計画図には、住宅敷地、公営住宅用地、道路、広場、集会施設用地等についてその配置を表示すること。
           ※〔  〕は変更後

①

公

営

住

宅

用

　
地

用地選定
の理由

⑤
合
　
　
　
計

③
面
　
積
　
計

道

路

〔3,301 〕

②
面
　
積
　
計

広

場

末続団地

住宅敷地

３　住宅団地及び住宅敷地等の整備

整備前の土
地利用状況

住宅団地名

住 宅 用 地 関連公共施設等用地

（

共
同
倉
庫
）

集

会

施

設

住　宅　団　地　面　積

公益的施設用地

公

益

的

施

設



住宅敷地 公営住宅 計

区画 戸 ㎡ ㎡

3 3 990 330
〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕

7 7 2,310 330
〔10 〕 〔10 〕 〔3,299 〕 〔330 〕

10 10 3,300 330
〔0 〕 〔0 〕 〔3,299 〕 〔330 〕

（注）　1　住宅敷地等の数の「住宅敷地」欄には、移転促進区域からの移転者に貸付又は分譲される住宅敷地の区画数を記入するこ
と。
　　　　2　住宅敷地等の数の「公営住宅」欄には、移転促進区域からの移転者が入居する公営住宅の戸数を記入すること。
　　　　3  「住宅敷地総面積」欄には、様式３（１）の住宅用地のうち住宅敷地の「面積」欄の下段の数値を記入すること。
　　　　4　「住宅敷地平均面積」欄には、「住宅敷地総面積」欄の数値を住宅敷地等の数の「住宅敷地」欄の数値で除した数値を記
　　　　　入すること。
　　　　　 ※〔  〕は変更後

計

備　　　　考
①住宅敷地

総面積
②住宅敷地
  平均面積

末続団地

　(２)　住宅敷地等の整備

住宅敷地等の数

住宅団地名

貸付地

分譲地



①総面積
②住宅敷地

面積
＝3(2)①

③関連公共
施設等用地

面積
＝3(1)③

㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,600 3,300 3,300 21,508 3.26 99,716 110,470 99,716 110,470

〔6,600 〕 〔3,299 〕 〔3,301 〕 〔22,309 〕 〔3.4〕 〔10,745 〕 〔21,896 〕 〔10,752 〕 〔21,910 〕

6,600 3,300 3,300 21,508 3.26 99,716 110,470 99,716 110,470

〔6,600 〕 〔3,299 〕 〔3,301 〕 〔22,309 〕 〔3.4〕 〔10,745 〕 〔21,896 〕 〔10,752 〕 〔21,910 〕

⑦住宅敷地整備費
＝（④*②/①）+⑥

⑨関連公共施設用
地等整備費

＝（④*③/①）+⑧

⑥住宅敷地
造成費

⑧関連公共
施設等用地
造成費

　(３)　住宅敷地等の整備費用

住宅団地名

末続団地

④用地取得費
⑤用地取得

単価
＝④/①

面　　積

（注） 1　面積の「①総面積」欄には、様式３（１）「⑤合計」欄の下段の数値から様式３（１）「①公営住宅用地」欄の下段の数値を
　　　　差引いた数値を記入すること。
       2  面積の「②住宅敷地面積」欄には、様式３（２）「①住宅敷地総面積」の数値を記入すること。
　　　 ※〔  〕は変更後

計



貸付地 分譲地 ①合計 貸付地 分譲地 ②合計

区画 区画 区画 ㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 ㎡ 千円

3 3 990 990 33,141 330 1.00000 33,141

〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕 〔0 〕

7 7 2,310 2,310 77,329 27,720 27,720 330 1.00000 49,609

〔10 〕 〔10 〕 〔3,299 〕 〔3,299 〕 〔21,896 〕 〔37,949 〕 〔37,949 〕 〔330 〕 〔1.00000 〕 〔0 〕

3 7 10 990 2,310 3,300 110,470 27,720 27,720 330 82,750

〔0 〕 〔10 〕 〔10 〕 〔0 〕 〔3,299 〕 〔3,299 〕 〔21,896 〕 〔37,949 〕 〔37,949 〕 〔0 〕

⑤分譲地の
市場価格

（注） 1　分譲地の分譲価格及び市場価格の根拠となる資料を添付すること。
       2  ⑦は小数点６桁以降を切り捨てること。
       ※〔　〕は変更後

計

⑧補助対象経費
=(③-Max(④,

⑤))*⑦

⑥住宅敷地
の平均面積
＝3(2)②

③住宅敷
地整備費
＝3(3)⑦

④分譲地の
分譲価格

⑦＝330/⑥
※１以上の時
は１とする

　(４)　住宅敷地整備に係る補助対象経費

住宅団地名

住宅敷地の区画数

末続団地
(分譲地）

末続団地
(貸付地）

住宅敷地の面積



末続団地

用地の分譲・借地の区分及び
分譲・借地先

（５）　公益的施設用地の整備

住 宅 団 地 名 公 益 的 施 設 名 施設用地の面積等
住宅団地に
占める割合

（注）　1  公益的施設用地を借地とする場合は、その理由を備考欄に記入すること。
　　　　2　「住宅団地に占める割合」欄には、様式３（１）の公益的施設用地の「④住宅団地に占める割合」欄の上段括弧の
          数字を記入し、その割合が住宅団地面積の30%を超える場合には、その理由を備考欄に記入すること。

備考



貸付地 分譲地 ①合計 貸付地 分譲地 ②合計

区画 区画 区画 ㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円

計

⑤分譲地の
分譲価格

⑥分譲地の
市場価格

⑦補助対象経費
=(③+④)-Max(⑤,⑥）

末続団地

(６)　公益的施設用地整備に係る補助対象経費

住宅団地名

公益的施設用地の区画数 公益的施設用地の面積 ③用地取得
費

＝3(3)⑤*②

④用地造成
費



千円 戸

13,320 3

〔0 〕 〔0 〕

千円 戸

49,560 7

〔31,249 〕 〔7 〕

62,880 10
〔31,249 〕 〔7 〕

４　移転者の住宅団地における住宅建設等に対する助成措置

備　　　　考

住宅の建設等を目的として資金を金融機関等から
借り入れた者に対し、借入金利子（年率８%を限度
とする）を計算し、利子総額4,440千円〔4,570千
円〕限度とした利子相当額を一括して補助する。

助　成　内　容助  成  措  置 対象戸数補助対象経費

　 実績及び限度額により
　積算しており、今後変
　動する可能性あり。

住宅の建設または購入

　 実績及び限度額により
　積算しており、今後変
　動する可能性あり。

住宅の建設等及び住宅用地の購入を目的として資
金を金融機関等から借り入れた者に対し、借入金
利子（年率８%を限度とする）を計算し、住宅の建
設等については利子総額4,440千円〔4,570千
円〕、住宅用地の購入については利子総額2,640千
円〔2,657千円〕を限度とした利子相当額を一括し
て補助する。

住宅の建設または購入及
び住宅用地の購入

※H26.4改正により補助限度額を改定した
※〔　〕は変更後

計



千円 千円

A=1,520m2,幅6.0ｍ,ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装,U型側溝,L=310m,ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ等 20,629 20,629
〔A=2,536m2,幅6.0ｍ,ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装,U型側溝,L=326m,ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ等〕 〔21,454 〕 〔21,454 〕
A=400m2
A=765㎡ 3,486 3,486

〔6,401 〕 〔6,401 〕
Ф100　Ｌ=200ｍ
φ50　L＝267ｍ 8,750 8,750

〔7,086 〕 〔7,086 〕

32,865 32,865
〔34,941 〕 〔34,941 〕

補助対象経費

②公園

工事費

①道路

施　　設　　内　　容

５　関連公共施設の整備

（注）　1　「施設内容」欄には、それぞれの施設の規模、構造、数量等を記入すること。
　　　　2　土地利用計画図（３（１）の（注）７）に各施設の設置箇所を明示すること。
　　　　※〔　〕は変更後

住 宅 団 地 名 施　　設　　名

末続団地
③飲用水供給施設

計



住宅用地 その他 住宅用地 その他

㎡ ㎡ ㎡ 円 円 円 千円

(11,040) (8,400) (29,380）

〔8,331 〕 〔4,037 〕 〔22,627 〕

11,040 8,400 29,380 6,600 1,300 2,100 145,482

〔8,331〕 〔4,037〕 〔22,064〕 〔6,281〕 〔5,981〕 〔1,943〕 〔119,340 〕

〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

㎡ ㎡ ㎡ 円 円 円 千円

11,040 8,400 29,380 6,600 1,300 2,100 145,482

（8,331） （4,037） （22,064） 〔6,281〕 〔5,981〕 〔1,943〕 〔119,340 〕

〔効果促進事業により跡地利
用計画検討中〕

植栽による自然的土地利用
〔効果促進事業により跡地利
用計画検討中〕

農地

買取単価（１㎡当り）
移転促進区域名

宅地
農地

宅地 買収費

〔末続B地区〕

（注） １　「宅地等買取面積」欄には、上段括弧内に買取対象以外の土地を含む面積を記入すること。
　　　 ※〔　〕は変更後

計

６　移転促進区域内における宅地及び農地の買取り計画及び利用計画

末続地区
〔末続A地区〕

買取地の土地利用

宅地等買取面積



備　　　　　　考移転促進区域名 建築制限の態様 条例施行月日

末続地区
〔末続A地区〕

建築基準法第３９条第１項に基づく災害危険区
域に指定する。
災害危険区域においては、住居の用に供する施
設を建築してはならない。〔居住室の床面高さ
を前面道路の路面から1.5m以上とする。居住室
を2層以上とする。主要構造部を鉄筋コンク
リート増又は鉄骨鉄筋コンクリート造とし、地
下を有さないものとする。〕

平成24年度に施行予定
〔平成24年12月27日施

行〕

〔末続B地区〕

〔居住室の床面高さを前面道路の路面から1.5m
以上とする。居住室を2層以上とする。主要構
造部を鉄筋コンクリート増又は鉄骨鉄筋コンク
リート造とし、地下を有さないものとする。〕

〔平成24年12月27日施
行〕

（注）　1　「建築制限の態様」欄には、移転促進区域内における建築物の建築禁止その他建築物の建築に関する制限の態様を
　　　　 記載すること。
　　　　2　既に当該移転促進区域に係る条例が制定されている場合には、その条例を添付すること。
　　　　3　条例が未制定の場合で、条例制定の予定がある場合は、その施行予定月日を「条例施行月日」欄に施行予定とし
　　　　　記載するとともに、条例案その他内容の把握できるものを添付すること。
　　　 ※〔　〕は変更後

７　移転促進区域内における建築制限その他土地利用の規制



千円 千円

0 0

0 0

８　農林水産業に係る生産基盤の整備及び近代化施設の整備その他移転者の生活確保

施　　設　　名

なし

　(１)　農林水産業に係る生産基盤の整備及び近代化施設の整備

住 宅 団 地 名

末続団地

工事費 補助対象経費施　　設　　内　　容

住  宅  団  地  名 そ の 他 の 事 項

計

（注）　1　移転者の生活確保等について、必要に応じて記入すること。

備　　　考

　(２)　その他の事項

（注）　1　「施設内容」欄には、施設の規模、構造、数量等を記入すること。
　　　　2　土地利用計画図（３（１）の（注）７）に各施設の設置箇所を明示すること。

なし末続団地



千円 戸

　 実績及び限度額により
　積算しており、今後変
　動する可能性あり。

〔5,463 〕 〔16 〕

19

19

〔16 〕

対象戸数

（注）　1　住居の移転に対する助成の基準を地方公共団体において定めている場合は、その要綱等を添付すること。
　　　　※H26.4改正により補助限度額を改定した
        ※〔　〕は変更後

計

14,820

助　　成　　内　　容区　　　　分 補助対象経費 備　　　　考

その他の場合
移転促進区域から住居を移転した場合、持ち家の移転
者には１戸あたり78万円〔80万2千円〕を限度として
補助する。

14,820

〔5,463 〕

９　移転者の住居の移転に対する補助



事 業

事業内容 総事業費 補　助 補助対象 国　庫 都道府県
年 度 限 度 額 経　　費 支出金 支 出 金

千円

21,508
〔22,309 〕

199,432
〔21,497 〕

220,940 262,548 193,220 169,068 51,872
〔43,806 〕 〔262,548 〕 〔21,910 〕 〔19,171 〕 〔24,635 〕

H26～27 62,880 62,880 62,880 55,020 7,860
〔H25～30〕 〔31,249 〕 〔50,589 〕 〔31,249 〕 〔27,342 〕 〔3,907 〕

32,865 35,810 32,865 28,757 4,108
〔34,941 〕 〔35,810 〕 〔34,941 〕 〔30,573 〕 〔4,368 〕

H24 145,482 145,482 127,297 18,185
〔H24～26〕 〔119,340 〕 〔119,340 〕 〔104,422 〕 〔14,918 〕

0 12,430 0 0 0
〔12,430 〕

H24～27 14,820 14,820 14,820 12,968 1,852
〔H24～30〕 〔5,463 〕 〔12,832 〕 〔5,463 〕 〔4,780 〕 〔683 〕

476,987 449,267 393,110 83,877

〔234,799 〕 〔212,903 〕 〔186,288 〕 〔48,511 〕

その他

移転先住宅建
設等助成

１０　集団移転促進事業の実施に必要な経費および資金計画

　(１)　総　括　表

左　の　財　源　内　訳

一般財源
事業名事 業 の 種 類

特例の
必要の
有無

H25

       2　公共施設整備費が補助基本額を超える場合には、「特例の必要の有無」欄に○を付し、その理由を備考欄に記入すること。
　　　 ※〔　〕は変更後

備　　　考

（注）　1　住宅団地用地の取得及び造成費が補助基本額を超える場合には、「特例の必要の有無」欄に○を付し、様式10(2)住宅団地候補
         地の比較表に必要事項を記入し添付すること。

住宅団地用地取
得及び造成

宅地及び農地の
買取り

宅地、農地の
買取り

住宅建設等助成

公共施設整備公共施設整備

移転費助成 移転費助成

農林水産業基盤
等整備

共同倉庫等整
備

H24
〔H24～26〕

合　　　　計

住宅団地用地
取得

住宅団地用地
造成

小計

千円 千円

H24～25
〔H25〕

千円 千円 千円 千円



住宅団地候補地 地目
買収単価

（１㎡当たり）
経済性 備　　　　考利便性

（注）　1　評価項目について○、△、×で評価すること。
　　　　2　評価項目については必要に応じて適時追加及び変更しても構わない。
　　　　3　１つの住宅団地候補地だけではなく、比較した全ての住宅団地候補地について記入すること。
　　　　4  経済性については、買収単価、造成費などの住宅団地の整備費用を評価すること。
　　　　5  用地取得の容易性については地権者の数、地権者の事業への理解度などを勘案して評価すること。
　　　　6  移転促進区域及び住宅団地候補地の位置の分かる資料を添付すること。

安全性
　用地取得の
　容易性

計

（２）住宅団地候補地の比較表

総合評価

特例適用外なので不要



平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合　　計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
(0) 171,508 49,432 0 (0) (0) (0) (0) 220,940

〔17,124 〕 〔21,496 〕 〔5,186 〕 〔43,806 〕
0 131,242 37,826 0 0 0 0 0 169,068

〔7,494 〕 〔9,406 〕 〔2,271 〕 〔19,171 〕
(0) (0) 0 37,200 25,680 (0) 0 0 62,880

〔229 〕 〔5,826 〕 〔6,170 〕 〔0 〕 〔4,570 〕 〔14,454 〕 〔31,249 〕
0 0 0 32,550 22,470 0 0 0 55,020

〔200 〕 〔5,098 〕 〔5,399 〕 〔0 〕 〔3,999 〕 〔12,646 〕 〔27,342 〕
(0) (0) 32,865 (0) (0) (0) (0) (0) 32,865

〔34,941 〕 〔34,941 〕
0 0 28,757 0 0 0 0 0 28,757

〔30,573 〕 〔30,573 〕
(0) 145,482 (0) (0) (0) (0) (0) (0) 145,482

〔106,099 〕 〔13,241 〕 〔119,340 〕
0 127,297 0 0 0 0 0 0 127,297

〔92,836 〕 〔11,586 〕 〔104,422 〕
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) 1,560 2,340 7,800 3,120 (0) 0 0 14,820
〔171 〕 〔1,089 〕 〔1,543 〕 〔254 〕 〔0 〕 〔802 〕 〔1,604 〕 〔5,463 〕

0 1,365 2,048 6,825 2,730 0 0 0 12,968
〔150 〕 〔953 〕 〔1,350 〕 〔222 〕 〔0 〕 〔702 〕 〔1,403 〕 〔4,780 〕

(0) 318,550 84,637 45,000 28,800 (0) 0 0 476,987
〔123,394 〕 〔57,755 〕 〔25,796 〕 〔6,424 〕 〔0 〕 〔5,372 〕 〔16,058 〕 〔234,799 〕

0 259,904 68,631 39,375 25,200 0 0 0 393,110
〔100,480 〕 〔41,132 〕 〔20,305 〕 〔5,621 〕 〔0 〕 〔4,701 〕 〔14,049 〕 〔186,288 〕

  　　　※〔　〕は変更後

　(３）年度別計画

事 業 の 種 類

住宅団地用地取
得及び造成

移転費助成

（注）　1　それぞれの年度ごとに上段括弧内には総事業費、下段には補助額（復興交付金交付額）を記入すること。

合　　　　計

住宅建設等助成

公共施設整備

宅地及び農地の
買取り

農林水産業基盤
等整備














